
「高等学校等におけるメディアを利用して行う授業の実施に係る留意事項」の 

一部改正（５文科初第 2030 号）新旧対照表 

「高等学校等におけるメディアを利用して行う授業の実施に係る留意事項」（平成 27 年４

月 24 日付け文科初第 289号）について、次の表により、改正前欄に掲げる記載の傍線を付し

た部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる記載の傍線を付した部分のように改め、改正

後欄に掲げるその標記部分に二重傍線を付した記載で改正前欄にこれに対応するものを掲げ

ていないものは、これを加えることとしたこと。 

改正後 改正前 

第１ 施行規則第 88 条の３、第 96 条第

２項等関係 

１ メディアを利用して行う授業は、主

に以下の場合に実施されることを想定

しているものであり、対面により行う

授業と同等の教育効果を有するとき、

受信側に当該教科の免許状を持った教

員がいない場合であっても同時双方向

型の遠隔授業を行うことができること

とするものであること。 

(1)各高等学校等において、多様な科目開

設や習熟度別指導等により生徒の多様

な進路実現に向けた教育・支援を行い、

生徒の学習機会の充実を図る場合（教

科・科目充実型） 

(2)各高等学校等において、学校生活への

適応が困難であるため、相当の期間高

等学校等を欠席し引き続き欠席すると

認められる生徒（以下「不登校生徒」

という。）、疾病による療養のため又

は障害のため相当の期間高等学校等を

欠席すると認められる生徒（以下「病

気療養中等の生徒」という。）その他

特別の事情を有する生徒の学習機会の

保障を図る場合（学習機会保障型） 

第１ 施行規則第 88 条の３、第 96 条第

２項等関係 

[記載を加える] 

２ （略） １ （略） 

別添２  
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(1)（略） 

特別支援学校の高等部にあっては、特

別支援学校設置基準第５条第３項の規

定に基づき、同時に授業を受ける一学

級の生徒は原則として８人（視覚障害、

聴覚障害、知的障害、肢体不自由又は

病弱のうち２以上を併せ有する生徒で

学級を編制する場合にあっては、３人。

以下同じ。）以下とすること。この場

合、受信側の教室等のそれぞれの生徒

数が８人以下であっても、それらを合

わせて８人を超えることは原則として

認められないこと。 

(2)（略） 

(3)教育職員免許法（昭和 24年法律第 147

号。以下「免許法」という。）第３条

の規定に基づき、配信側の教員は学校

種や教科等に応じた相当の免許状を有

する者である必要があること。ただし、

教科等の領域の一部については、免許

法第３条の２に規定する特別非常勤講

師の制度を活用して任用した教員に担

任させることも許容されること。 

(4)（略） 

(5)（略） 

(1)（略） 

  特別支援学校の高等部にあっては、施

行規則第 120 条第２項の規定に基づ

き、同時に授業を受ける一学級の生徒

は原則として 15 人以下を標準とする

こと。この場合、15 人とは配信側及び

受信側の教室等の合計数であることに

留意すること。 

 

 

 

 

 

(2)（略） 

(3)教育職員免許法（昭和 24年法律第 147

号）の規定に基づき、配信側の教員は

学校種や教科等に応じた相当の免許状

を有する者である必要があること。 

 

 

 

 

 

(4)（略） 

(5)（略） 

３ 高等学校等の教育は、心身の発達に

応じて行うこと等を目的とするもので

あり、高等学校等の生徒の特性に鑑み、

配信側の教員と受信側の教室等の生徒

とのコミュニケーションの支援、生徒

一人ひとりの特性や授業への参加状況

に応じた声かけ等の援助も含めた机間

指導、安全管理を行う観点から、原則

として、受信側の教室等に当該高等学

校等の教員（免許法第３条の２に規定

する特別非常勤講師の制度を活用して

任用した教員も含む。）を配置するべ

２ 高等学校等の教育は、心身の発達に

応じて行うこと等を目的とするもので

あり、高等学校等の生徒の特性に鑑み、

机間巡視や安全管理を行う観点から、

原則として、受信側の教室に当該高等

学校等の教員を配置するべきであるこ

と。特に、特別支援学校の高等部にあ

っては、当該生徒の障害の状態等に応

じた十分な配慮が求められること。な

お、受信側の教室に配置すべき教員は、

当該教科の免許保有者であるか否かは

問わないこと。 
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きであること。特に、特別支援学校の

高等部にあっては、当該生徒の障害の

状態等に応じた十分な配慮が求められ

ること。なお、受信側の教室等に配置

すべき教員は、当該教科の普通免許状、

特別免許状又は臨時免許状所有者であ

るか否かは問わないこと。 

ただし、高等学校等の生徒の発達段

階や、多様な学習ニーズに応じた多数

の専門科目を開設することに一定の限

界があることなどを踏まえ、以下の場

合においては、例外的に、受信側の教

室等に当該高等学校等の教員を配置す

ることは必ずしも要しないと考えらえ

ること。 

(1)生徒に対し、メディアを利用して行う

授業の配信を行う場合に、受信側の教

室等に当該高等学校等の教員の配置を

求めることが、多様な科目開設や習熟

度別指導等により生徒の多様な進路実

現に向けた教育・支援を行うに当たっ

ての支障となり、かつ、受信側の教室

等における生徒の数や生徒が必要とす

る援助の内容等に照らし、教育上支障

がないと当該高等学校等の校長が認め

る場合に、教員に代えて、学習指導員

や実習助手、事務職員等の当該高等学

校等の職員を配置すること。その際、

受信側の教室等が置かれる高等学校等

の責任において安全管理を行う必要が

あることから、当該職員については当

該高等学校等の校長の指揮監督下にあ

ることが必要であること。 

ただし、このことは、当該高等学校等

ごとの教員数が、公立高等学校の適正

配置及び教職員定数の標準等に関する

法律（昭和 36 年法律第 188 号）第８
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条、第９条及び第 22 条又は第 16 条、

第 17 条及び第 22 条の定めるところに

より算定した数を目安として、これを

満たしていることが前提であること。

また、前述のとおり、受信側の教室等

には、教員を配置して生徒の状況に応

じたきめ細かな指導・支援をすること

が原則であり、教員数の合理化を目的

に、安易に教員に代えて職員を配置す

ることは、本特例措置の趣旨に合致し

ないこと。 

(2)不登校生徒に対し、自宅その他特別な

場所（教育支援センター、校内教育支

援センター、保健室、その他当該高等

学校等内の別室等をいう。以下この文

において同じ）において、メディアを

利用して行う授業の配信を行う場合で

あること。その場合には、当該不登校

生徒に対して行われるメディアを利用

して行う授業は、学習意欲はありなが

ら登校できない生徒が、原級留置、転

学、中途退学することなく不登校状態

を解消し、卒業することができるよう

にすることを目的としていることか

ら、指導を行うに当たっては、不登校

生徒の実態に配慮し、例えば、教職員

が生徒の状況に応じて家庭への訪問を

行うこと等を通じて、その生活や学習

の状況を把握し、生徒本人やその保護

者が必要としている支援を行うこと

や、学校外の関係機関等と積極的な連

携を図る等の指導上の工夫をすること

が望ましいこと。なお、不登校生徒が

その他特別な場所から授業に参加する

場合には、安全管理や当該生徒への援

助を行うため、当該センターや高等学

校等の職員が配置されることが適切で
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あること。 

(3)病気療養中等の生徒に対し、メディア

を利用して行う授業の配信を行う場合

その他の特別な事情が認められる場合

には、受信側の病室等に当該高等学校

等の教員を配置することは必ずしも要

しないこと。（略） 

 

ただし、病室等において、疾病によ

る療養のため又は障害のため相当の期

間学校を欠席すると認められる生徒に

対し、施行規則第 88 条の３の規定に基

づきメディアを利用して行う授業の配

信を行う場合その他の特別な事情が認

められる場合には、受信側の病室等に

当該高等学校等の教員を配置すること

は必ずしも要しないこと。（略） 

４ 各教科・科目、総合的な探究の時間、

特別活動又は特別支援学校高等部の自

立活動（以下「各教科・科目等」とい

う。）について、平成 27 年文部科学省

告示第 92 号（学校教育法施行規則第八

十八条の三の規定に基づき、高等学校、

中等教育学校の後期課程又は特別支援

学校の高等部が履修させることができ

る授業について定める件）にいう、各

教科・科目等の特質に応じ、相当の時

間数、対面により行う授業の時間数は、

高等学校等の生徒の発達段階等に鑑み

必要とされるものであり、具体的には、

50 分を１単位時間とした場合、各教

科・科目等や単位数にかかわらず、履

修する各教科・科目等ごとに年間２単

位時間以上（各教科・科目等の単位数

を１単位と定めている場合には年間１

単位時間以上）を確保しつつ、学校の

実態及び各教科・科目等の特質を考慮

して、各高等学校等において適切に時

間数を定めること。この場合において、

各教科・科目等の特質を十分に考慮し

て、指導計画全体を通して体験的な学

習活動が充実したものとなるよう意を

用いるものとすること。 

ただし、 

３ 各教科・科目、総合的な探究の時間、

特別活動又は特別支援学校高等部の自

立活動（以下「各教科・科目等」とい

う。）について、平成 27 年文部科学省

告示第 92 号にいう、各教科・科目等の

特質に応じ、相当の時間数、対面によ

り行う授業の時間数は、高等学校等の

生徒の発達段階等に鑑み必要とされる

ものであり、具体的には、50 分を１単

位時間とした場合、各教科・科目等や

単位数にかかわらず、履修する各教科・

科目等ごとに年間２単位時間以上（各

教科・科目等の単位数を１単位と定め

ている場合には年間１単位時間以上）

を確保しつつ、学校の実態及び各教科・

科目等の特質を考慮して、各高等学校

等において適切に時間数を定めるこ

と。この場合において、各教科・科目

等の特質を十分に考慮して、指導計画

全体を通して体験的な学習活動が充実

したものとなるよう意を用いるものと

すること。 
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(1)メディアを利用して行う授業の

配信を受ける高等学校等が離島・中

山間地域等の遠方に立地すること

により、配信側の教員の移動に日数

を要し、当該教員による他の高等学

校等への授業の実施に支障を伴う

場合であって、かつ、同時に授業を

受ける生徒数が少人数であるため

個々の生徒の学習状況が遠隔でも

把握しやすい状況にあり、また、配

信側の教員が当該遠隔授業を受け

る生徒の過年度における授業を担

当していること等から配信側の教

員と受信側の生徒との間の人間関

係が既に構築されており、当該受信

側の生徒が必要とする援助の程度

に照らしてもメディアを利用して

行う授業の実施に支障がないと受

信側の高等学校等の校長が認める

場合 

(2)メディアを利用して行う授業の

配信を受ける病気療養中等の生徒

であって、当該生徒の病状や治療の

状況、医師等の意見等を踏まえ、対

面により行う授業を複数回行うこ

とが難しいと高等学校等の校長が

認める場合 

には、各教科・科目等の単位数にかか

わらず、対面授業の時間数を各教科・

科目等ごとに年間１単位時間とするこ

とも、例外的に認められること。なお、

この場合であっても、各教科・科目等

の特質を考慮して、各高等学校等にお

いて適切に対面授業の時間数を定める

ことが重要であり、また、学びの質の

確保の観点から、対面授業の時間数を

安易に１単位時間に減ずることがない
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よう留意する必要があること。 

また、（略） 

 

また、（略） 

５ （略） ４ （略） 

６ 病気療養中等の生徒に対して行う授

業については、平成 27 年文部科学省告

示第 92 号第２項に基づき、当該高等学

校等が認めた場合には、同時かつ双方

向に行われることを要しないこと。こ

の規定を適用する場合の留意事項につ

いては、令和５年３月 30 日付け４文科

初第 2563 号「高等学校等の病気療養中

等の生徒に対するオンデマンド型の授

業に関する改正について（通知）」を

参照されたいこと。 

[記載を加える] 

７ （略） ５ （略） 

８ 高等学校及び中等教育学校の後期課

程にあっては、全課程の修了の要件と

して修得すべき 74 単位に含めること

のできる、メディアを利用して行う授

業の方法により修得する単位数は、施

行規則第 96 条に規定されるところに

よること。また、授業全体の実施方法

として、主として対面により授業を実

施するものであり、対面により行う授

業に相当する教育効果を有すると各高

等学校等の判断において認められるも

のについては、上記の単位数の算定に

含める必要はないこと。 

  （略） 

６ 高等学校及び中等教育学校の後期課

程にあっては、施行規則第 96 条第２項

の規定により、全課程の修了の要件と

して修得すべき単位数のうち、メディ

アを利用して行う授業の方法により修

得する単位数は、36 単位を超えないも

のとされているところ、授業全体の実

施方法として、主として対面により授

業を実施するものであり、対面により

行う授業に相当する教育効果を有する

と各高等学校等の判断において認めら

れるものについては、上記の単位数の

算定に含める必要はないこと。 

  （略） 

９ その他各高等学校等におけるメディ

アを利用して行う授業の導入に当たっ

ては、「高等学校における遠隔教育の

在り方について」（平成 26 年 12 月８

日、高等学校における遠隔教育の在り

方に関する検討会議）、「教育現場に

おけるオンライン教育の活用」（令和

３年３月 29 日、内閣府特命担当大臣

７ その他各高等学校等におけるメディ

アを利用した授業の導入に当たって

は、「高等学校における遠隔教育の在

り方について」（平成 26 年 12 月８日、

高等学校における遠隔教育の在り方に

関する検討会議）も参照されたいこと。 
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（規制改革）、文部科学大臣）及び「高

等学校教育の在り方に関するワーキン

ググループ中間まとめ」（令和５年８

月 31 日、中央教育審議会初等中等教育

分科会個別最適な学びと協働的な学び

の一体的な充実に向けた学校教育の在

り方に関する特別部会 高等学校教育

の在り方に関するワーキンググルー

プ）も参照されたいこと。 

第２ その他関連制度関係 

 

１ （略） 

第２ その他関連制度関係 

 

１ （略） 

２ 施行規則第 97 条に規定する学校間

連携等による単位認定には、同条に規

定する他の高等学校においてメディア

を利用して行う授業を実施する場合に

ついても、その対象に含まれるもので

あること。この場合において、校長が、

生徒の履修先の他の高等学校におい

て、メディアを利用して行う授業を実

施して修得した単位数を、自校の高等

学校の全課程の修了を認めるに必要な

単位数のうちに加えるに当たっては、

高等学校等におけるメディアを利用し

て行う授業の実施に係る関連規定及び

留意事項を踏まえるとともに、これら

を踏まえた自校における学校教育活動

と同等の教育効果を有すると認められ

るものについて行うべきであること。 

２ 施行規則第 97 条に規定する学校間

連携等による単位認定には、同条に規

定する他の高等学校において施行規則

第 88 条の３の規定に基づくメディア

を利用して行う授業を実施する場合に

ついても、その対象に含まれるもので

あること。この場合において、校長が、

生徒の履修先の他の高等学校におい

て、施行規則第 88 条の３の規定により

メディアを利用した授業を実施して修

得した単位数を、自校の高等学校の全

課程の修了を認めるに必要な単位数の

うちに加えるに当たっては、高等学校

等におけるメディアを利用して行う授

業の実施に係る関連規定及び留意事項

を踏まえるとともに、これらを踏まえ

た自校における学校教育活動と同等の

教育効果を有すると認められるものに

ついて行うべきであること。 

３ （略） ３ （略） 
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